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佐世保市での米兵による女性暴行事件に抗議し、基地撤去と地位協定の秘密合意の破棄及び抜本改定、安保条約の廃棄を求める
2008年6月30日　日本平和委員会

佐世保市でまた米兵による婦女暴行事件が引き起こされたことに断固として抗議する。これは、佐世保配備のドッグ型揚陸艦ハーパーズ・フェリー乗組員の上等水兵が、27日午前3時20分ごろ、女性を背後から襲い、近くの遊歩道まで引きずり、顔を殴ったうえ暴行したとされる事件である。現場は市民の憩いの場である佐世保公園や市立病院がある市街地であるという。
米軍は今年2月におこった米兵による少女暴行事件に対する国民の批判に対し、「綱紀粛正」を徹底し再発防止策をとると、過去の数えきれない事件発生時と同じように、今回も繰り返してきた。しかし、このような言辞がいかに空虚なものであるかが、今回の事件でも改めて示されている。
我々はこの間、米国防総省が発表した「軍務における性的暴行についての国防総省2006年年次報告書」などにもとづき、米軍内の性犯罪が激増しており、2006年に報告があった性的暴行事件数は、一般の米国社会の発生率の7倍のすさまじい数であることを明らかにし、米軍基地と市民生活が共存できないことを指摘してきた。今回の事件はそのことを改めて示すものである。我々は女性と市民を守るために、米軍基地の撤去を求めるものである。

また、今回の事件は、日米地位協定の問題点も改めて明らかにしている。今回の事件は日本の市街地で起こったにもかかわらず、被害者が別の米兵の妻（フィリピン人）であることから、地位協定上、米兵・米軍属にかかわる事件の第1次裁判権は米軍にあるとされ、日本が捜査し裁くことができない状況になっている。これに対し、市民の間からは「日本で起きた事件なのに…。まるで明治時代の治外法権のようだ」（会社員男性＝長崎新聞記事より）との声が上がっている。この点も含め、米兵を日本の法によって裁くことができない構造を何重にもつくりだしている日米地位協定を抜本的に改めること。また国民の目に隠されているその日米秘密合意をすべて明らかにし、破棄すべきこと。こうした構造をつくりだしている根源にある日米安保条約の廃棄を求めるものである。
